総務省が特別交付税に関する省令を改正、地公部会に説明－3月23日
総務省は、３月11日に特別交付税に関する省令を改正し、特別交付税の３月交付額を18日に公表しました。
公務員連絡会地公部会は、本来ならば幹事クラスによる総務省交渉を設ける予定でしたが、この度の大震災の影響もあり、３月23日、地公部会藤川事務局長と松本事務局次長が、総務省と対応しました。１月31日に逢坂政務官に提出した要求事項に関わって、総務省自治財政局財政課犬丸課長補佐から以下の回答がありました。
１．寒冷地手当に関わって
　国の支給基準にもとづく総支給額（以下「みなし寒冷地手当支給総額」という）を上回って支給している自治体について、実際に支給されている寒冷地手当支給総額からみなし寒冷地手当支給総額を控除して得た額に0.7を乗じて得た額を減額して交付する。
２．地域手当に関わって
　国の支給基準にもとづく総支給額（以下「みなし地域手当支給総額」という）を上回って支給している自治体について、実際に支給されている地域手当支給総額からみなし地域手当支給総額を控除して得た額を減額して交付する。
３．自宅に関わる住居手当について
　減額の対象としない。
４．50歳台後半層の給与の一律減額について
　50歳台後半層の給与の一律減額措置の実施の有無をもって減額対象とはしない。ただし、年間調整が不十分な場合には、期末・勤勉手当分について、国の支給額を上回る支給額を減額する。
５．ラスパイレス指数が全国平均98.8以下の自治体については、期末・勤勉手当の算定において国の支給を上回る支給、年間調整が不十分であっても減額措置は行わない。
　これに対して地公部会は、「われわれの要求を考慮いただいた部分は評価するが、寒冷地手当と地域手当にかかる減額については残念だ。地公部会としては、引き続き、労使の自主的交渉による賃金・労働条件の決定を阻害するような特別交付税の減額をやめるように求めたい」と述べ、引き続く課題としました。
特別交付税に関する省令の一部を改正する省令（平成23年総務省令第16号）の全文は、官報第49号（2011年３月11日）１～５ページ（該当箇所は５ページ）に載っています。
http://kanpou.npb.go.jp/20110311/20110311g00049/20110311g000490005f.html 
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